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第１章 経営戦略（第３期）策定にあたって 

１ 経営戦略策定の趣旨 

下水道事業は、雨水及び汚水を排除し、都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に寄与し、併

せて公共用水域の水質の保全に資することを目的とし、安全で快適な生活環境を形成するうえで

重要な社会インフラです。 

しかしながら、近年、下水道事業を取り巻く環境は大きく変化しており、急速な人口減少や節水

型家電の普及などによる使用料収入の減少、施設の老朽化に伴う更新需要の増大、物価高騰に

よる更新費用の増加など、年々厳しさを増しています。そのため、経営環境が厳しさを増す中にあ

っても、サービスの提供を安定的に継続できるように、中長期的な視点に立った経営を行い、徹底

した効率化と経営の健全化に取り組むことが必要になります。 

総務省においても、令和４（２０２２）年１月に「経営戦略策定・改定マニュアル」が改定され、①今

後の人口減少等を加味した料金収入の的確な反映、②施設の老朽化を踏まえた、将来における更

新費用の的確な反映、③物価上昇等により上昇傾向にある維持管理費、委託費、動力費等の的

確な反映、④上記内容を反映した上での必要となる経営改革（料金改定、民間活用及び効率化

等）、以上４つの視点から実効性のある新たな経営戦略の策定が求められています。 

玉名市では、平成２８年３月に第１期の「玉名市下水道事業経営戦略」を策定し、その後、令和３

年３月に改定を行い、経営の健全化に取り組んでいるところです。 

今回改定する「玉名市公共下水道事業経営戦略（第３期）」は、経営環境の変化に適切に対応

し、計画的な施設の更新、徹底した効率化と経営の健全化への一層の取り組みを推進することに

より、市民生活に重要な下水道サービスを将来にわたり持続的・安定的に提供していくための指針

として策定するものです。 

 

 

 

２ 計画期間 

計画期間は、令和８（２０２６）年度から令和１７（２０３５）年度までの１０年間とします。 
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３ 計画の位置付け 

本市下水道事業の主な施策は、最上位計画である「第２次玉名市総合計画」に基づいており、

本経営戦略は、総合計画に掲げる本市の将来都市像を実現するための下水道事業（公共下水道

事業）に関する経営計画として位置付けています。 

基本目標：便利で快適な都市づくり 

主要施策：水道・下水道等の整備 

●公共用水域の水質保全や快適な市民生活の向上を図るため、引き続き、全体計画区域内の認可拡

張を実施し、早期完了を目指すとともに、効率的かつ適正な整備を実施します。 

●下水道施設の維持、機能継続を図るため、「玉名市公共下水道ストックマネジメント計画」（以下、

「ストックマネジメント計画」という）に基づき、下水道施設の更新を計画的に実施します。 

●九州新幹線新玉名駅周辺の汚水を適正に処理するため、「新玉名駅周辺等整備基本計画」や「玉

名市都市計画マスタープラン」を踏まえ、開発状況に応じた下水道等の整備に努めます。 

●浸水被害の軽減を図るため、雨水対策については、効率的な整備手法等を検討します。 

●生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、浄化槽に関する啓発活動に努めるととも

に、浄化槽の設置支援及び整備を推進します。 

●地域の実情に応じた効率的かつ適正な農業集落排水処理施設の整備を図るため、老朽化による機

能低下が懸念される汚水処理場等の改修を「農業集落排水施設最適整備構想」に基づき計画的に

実施し、施設の機能強化に努めます。 

 

本経営戦略においては、上記の施策に基づき運営を行うとともに、他の最新の計画等との整合

を図ります。 

 

図１ 本経営戦略の位置づけ  
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第２章 玉名市公共下水道事業の現状 

１ 下水道の役割 

下水道事業は、当初、雨水及び汚水の排除を目的としたものでした。その後、昭和４５（１９７０）

年の下水道法改正において、公共用水域の水質保全が目的に追加され、現在は、「浸水防除」、

「公衆衛生の向上」及び「公共用水域の水質保全」を目的として事業が実施されています。下水道

の具体的な役割は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市街地の雨をすみやかに排除し、私たちの暮らしを守ることも下水道の大きな役割です。道路等

に雨水が溜まり水浸しにならないよう、素早く排水しています。 

 

浸水防除：街を浸水から守る 

 

下水道が整備されることで汚水が側溝や河川等に直接流れなくなるため、街が清潔に保たれ、ハ

エ・蚊等の害虫や悪臭の発生も防ぐことができます。 
 

公衆衛生：街を清潔にする 

 

下水処理場でさまざまな処理を行いきれいになった水は、消毒して川や海に戻します。 

 

水質保全：身近な環境を守る 

 

下水処理場では、汚水をきれいに処理するだけでなく、下水処理場できれいになった水を再生

水として利用したり、下水処理の過程で発生したバイオガスを自動車燃料や都市ガスとして利用

したり、下水汚泥からリンを回収して肥料を作ったり等、下水道資源のポテンシャルは高いと考

えられています。これらの取り組みを通じて、循環型社会の推進や脱炭素社会への実現など

SDGsへの貢献が期待されています。 

SDGsへの貢献：エネルギー・資源を創る 
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２ 下水道事業の類型 

本市の下水道事業は、公共下水道事業、農業集落排水事業、合併処理浄化槽事業、特定地域

生活排水処理施設事業の4つを実施しています。 

このうち、本経営戦略においては、「公共下水道事業」について取り扱います。 

 

図２ 玉名市下水道事業の種類 

 

下水道事業

公共下水道事業

（国土交通省）

農業集落排水事業

（農林水産省）

合併処理浄化槽事業

（環境省）

特定地域生活排水施設事業

（環境省）

都市や市街地における生活排水（し尿含む）及び工場排水などを

排除・処理し、衛生的な生活環境の確保と公共用水域の水質保

全を目的とする施設 

農業集落の環境改善を目的とし、主として農業集落から排出され

る生活雑排水やし尿を処理する施設 

個人により各戸の敷地内などに設置され、当該施設から排出さ

れるし尿や生活雑排水を個別に処理する設備 

市町村等事業者により各戸の敷地内などに設置され、当該施設

から排出されるし尿や生活雑排水を個別に処理する設備 
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３ 玉名市公共下水道事業の概要 

（１） 事業の概要 

公共下水道事業は、玉名処理区を中心に整備が進められてきました。昭和47（1972）年に建

設事業に着手し、昭和56（1981）年4月に玉名市浄化センターの供用を開始しました。平成14

（2002）年4月に地方公営企業法の一部適用を行い、平成28（2016）年4月からは全部適用へ

移行しています（法適用化）。玉名処理区域の中心は旧玉名市街地であり、事業着手以降、段階

的に処理区域を拡大し、管渠の整備が進められてきました。 

また、平成17（2005）年10月には旧岱明町と合併し、岱明処理区が公共下水道区域に加わり

ました。岱明処理区については、「玉名市と長洲町との公共下水道に関わる汚水の排除及び処理

に関する事務の委託」に基づき、処理区内の汚水を長洲町浄化センターにおいて共同処理してい

ます。 

今後は全市的な視点での維持管理や施設の更新が求められており、効率的な施設運用と財政

負担の最適化が課題となっています。 

普及状況としては、令和６年（２０２４年）度末現在、処理区域内人口は約３５，０００人、普及率

は５６.４３％、水洗化人口は約３１，０００人、水洗化率は８８．９２％となっており、現在も整備を行

っています。 

 

図３ 水洗化人口と水洗化率の推移 
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表１ 玉名市公共下水道事業概要 

事業名 
公共下水道事業 

玉名処理区 岱明処理区 

建設開始 昭和４７（１９７２）年１２月 昭和５２（１９７７）年１月 

供用開始 昭和５６（１９８１）年４月 平成３（１９９１）年４月 

法適・非適用区分 
法一部適用：平成１４（２００２）年４月 

法全部適用：平成２８（２０１６）年４月 

処理区域内人口密度 

（令和６（２０２４）年度） 
２９．６２人／ｈａ 

流域下水道等への 

接続の有無 
なし 

処理場数／処理区数 １箇所／２処理区 （玉名処理区及び岱明処理区）  

広域化・共同化・最適化 

実施状況 

岱明処理区は長洲町浄化センターへ接続し、長洲町と共同

処理を実施しています。今後、老朽化した施設に対する維持

管理および建設負担金について費用の増加も予想されます

が、共同で検討し効率化を図っていく予定です。 

また、平成 30年度から 4市 4町で構成する「くまもと汚

水処理広域化・共同化検討会（県北ブロック）」に参加し、処

理場及び汚泥処理の集約化や維持管理事務の共同化につい

て協議し経営効率化の検討を行っています。 
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（２） 使用料体系の状況 

本市公共下水道事業の使用料体系は、玉名市公共下水道条例第１６条の規定に基づき、基本

料金と超過料金で設定しています。 

 

表２ 使用料体系                     （税抜き） 

 
基本料金 超過料金 

（１月につき） （１立方メートルにつき） 

用途 汚水量 金額 汚水量 金額 

一般用 ８立方メートルまで １，２９０円 

８立方メートルを超え 

３０立方メートルまでの分 
１６６円 

３０立方メートルを超え 

５０立方メートルまでの分 
１８０円 

５０立方メートルを超える分 ２１４円 

公衆浴場排水 

設定なし 

１立方メートルにつき ２０円 

温泉排水 １立方メートルにつき ２０円 

一時排水 １立方メートルにつき ２１４円 

プール排水 １立方メートルにつき ２０円 

 

＜井戸水のみ使用した場合＞ 

表３ 使用料（井戸水のみ） 

・１人増すごとに６立方メートル加算する。 

・人数の認定については、毎月１日を基準日とする。 

 

＜水道と井戸を併用している場合＞ 

水道水と井戸水の合計水量（井戸水を１人１月あたり４立方メートル加算し計算） 

 

 

人数（人） １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 

汚水量（立方メートル） ６ １２ １８ ２４ ３０ ３６ ４２ ４８ 
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図４ 令和７（２０２５）年度 熊本県内各市の２０㎥あたりの金額比較        （税込み、単位：円） 

 

 

表４ 過去３か年における条例上の使用料推移及び実質的な使用料推移 

使用料の推移 条例上の使用料（税込み） 実質的な使用料（税抜き） 

令和４（２０２２）年度 ３，６１０円 ３，３２０円 

令和５（２０２３）年度 ３，６１０円 ３，４９４円 

令和６（２０２４）年度 ３，６１０円 ３，５１２円 

※条例上の使⽤料：条例に定められた単価で算出した一般家庭における２０㎥当たりの使⽤料  

※実質的な使⽤料：使用料単価（使用料収入の合計を有収⽔量の合計で除した値）に２０㎥を乗じたもの 

 

 

 

 

（３） 組織の状況 

本市では、効率的な組織体制を構築するため、平成２８（２０１６）年４月に水道事業と下水道事

業の組織統合を行いました。現在の組織は上下水道総務課と上下水道工務課の２課で構成し、そ

の下に総務係、経営係、水道工務係、下水道工務係、維持管理係を設置しています。職員数は令

和７（２０２５）年４月時点で２４名が在籍しており、そのうち公共下水道事業を担当している職員は

１１名となっています。 
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職員数内訳は以下のとおりです。 

 

表５ 職員数の推移               （単位：人） 

  

  

（４） 費用構成 

費用の構成については以下の通りです。 

公共下水道事業は、地方公営企業法に則って独立採算制を基本として経営を行っています。企

業経営に伴う収益（使用料収入）でもって事業を運営し、サービスの提供を行っています。 

玉名市公共下水道事業での主な支出割合は、下水道施設を建設・更新するための費用である

建設改良費が３１．８２％、減価償却費が３１．０２％となっています。 

企業債償還金と支払利息は、これまで下水道施設を建設してきた際に借り入れた金額に対する

元金返済と利息のことです。下水道施設への投資には多額の費用が必要となります。自己財源で

足りない分については、主に借入金（企業債）で賄っています。総支出におけるこの２つの占める割

合は、合わせて２０．５４％となります。 

図５ 費用の構成 

  

職員数の現況（推 ） R2  (2020) R3  (2021) R4  (2022) R5  (2023) R6  (2024)

公共下水道事業
損益勘定所属職員 10 11 10 10 11
処理場部門 1 1 1 1 1
その他部門 9 10 9 9 10

計 10 11 10 10 11

建設改良費

      

減価償却費

      

企業債償還金

      

維持管理費等

      

支払利息

     

職員 与等

     
その他

     

（単位：％） 
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（５） 施設の現況 

施設の現況については以下の通りです。 

令和６（２０２４）年度末時点における管渠の布設延長は２５４．０ｋｍであり、同年度末時点で法

定耐用年数を超える老朽管は３．７ｋｍで、老朽化率は１．４７％です。現時点では老朽化率は比較

的低い水準にありますが、ストックマネジメントの観点から、今後の加速度的な老朽化に備え、適切

な維持更新計画を策定することが重要です。 

汚水処理については、玉名市浄化センター（処理能力１９，２００㎥／日）が玉名処理区全域を網

羅しており、令和６（２０２４）年度の平均処理水量は１０，１８３㎥／日、施設利用率は約５３．０４％

にとどまっています。しかし、令和３（２０２１）年度には最大稼働率が９８．５９％を上回っていること

から、現状の能力を一定期間維持する必要があります。ただし、令和６（２０２４）年度には７７．３

０％まで低下していることから、今後の動向を注視し施設規模の適正化について検討する必要が

あります。なお、岱明処理区については、長洲町浄化センターにおいて長洲町と共同処理を行って

います。 

表６ 管渠の状況 

 

表７ 処理場・ポンプ場の状況 

 

 

 

 

 

 

玉名市浄化センター    岱明汚水中継ポンプ場 
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（６） 民間活力の活用等 

①民間委託 

（包括的民間委託を含む） 

・浄化センター、ポンプ場等の運転維持管理を民間委託 

（契約期間５年の長期契約。玉名処理区） 

・ポンプ場等の維持管理業務を民間委託（岱明処理区） 

・下水道使用料の請求及び徴収については、水道事業に委託 

②指定管理者制度 該当なし 

③PPP／PFI 

ウォーターPPPについて、令和 6年度から 7年度にかけて導入

可能性調査を実施しており、調査の結果を見ながら導入につい

て検討していきます。 

 

（７） 資産活用の状況 

①エネルギー利用 

（下水熱・下水汚泥・発電等） 

平成２７（２０１５）年度に、浄化センターにおいて再生可能エネル

ギーの利活用の検討を行ううえで、バイオガス発電を検討しまし

たが、メタンガス量が少ないため、効果が低いことが分かりまし

た。そこで、地域バイオマスを利用しガス発生量を増やすことを

再検討しましたが、消化ガスの増加が見込める改築をした後の

消化ガス発電による売電が最も効率的であると分かりました。し

かしながら、導入には多額の費用がかかるため、費用対効果、経

営状況等を勘案しながら、施設の更新等の際に必要に応じ検討

を行います。 

②土地・施設等利用 

（未利用土地・施設の活用等） 

現在、該当する取り組みはありませんが、未利用土地・施設の活

用等について、継続して検討していきます。 
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図６ 処理区域図及び施設の位置 
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４ 経営状況分析 

（１） 財務分析（収支等の経年分析） 

令和２（２０２０）年度から令和６（２０２４）年度までの過去５か年の実績における経常的な活動の

収支を示す収益的収支、投資や企業債の発行及び償還を示した資本的収支の他、企業債残高の

推移及び収益の基礎となる処理区域内人口の推移を表８で示しています。 

 

表８ 決算推移 
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各事業における分析ポイントは、以下のとおりです。 

【営業収益のうち使用料収入】 

本市においては、令和４（２０２２）年度に一時的に減少が見られましたが、それ以外の年度におい

ては大きな変化はなく、概ね横ばいで推移しています。なお、この令和４（２０２２）年度の減少は、物

価高対策として使用料の減免を実施したことによるものです。 

また、有収水量も直近の５か年においては令和６（２０２４）年度まで増減しながらではありますが、

漸増傾向にあります。水洗化人口の減少と有収水量の増加から、一人当たりの使用水量は増加傾

向にありますが、１㎥あたりの使用料単価については、上記の通り、令和４（２０２２）年度に一時的に

減少しています。 

 

【営業費用】 

動力費…令和４（２０２２）年度には全国的にも大きな電気料金の改定があり、費用が上昇していま

す。また、令和５（２０２３）年度には国の電気料金への補助金政策により減少しています。 

委託費…物価上昇や人件費の高騰等の外部要因により、年度ごとの増減はありますが、全体とし

ては増加傾向にあります。 

減価償却費…令和３（２０２１）年度の建設改良費は、令和２（２０２０）年度と比較して約１．５倍となっ

ていることから、令和４（２０２２）年度に減価償却費の上昇が見られます。また、直近の令

和６（２０２４）年度についても、建設改良費が約８．９億円となっていることから、さらに上

昇することが見込まれます。 

 

【資本的収入及び支出】 

玉名市浄化センターと立願寺汚水中継ポンプ場の改築・改良にかかる費用の増加により、令和

３（２０２１）年度の建設改良費が上昇しています。また、令和６（２０２４）年度についても、玉名市浄

化センターや管渠の改築・改良費の増加により、大きく費用が上昇しています。 

財源については、国庫補助金の活用により補助対象事業費のうち約５０％を賄っており、残りの

大部分を企業債で賄っています。そのため建設改良費の増加に伴い、企業債については令和４

（２０２２）年度を除き、増加傾向にあります。 

なお、企業債償還については、毎年度適切に償還が進んでいます。 

 

【企業債元金残高】 

上記のとおり、企業債は増加傾向にありますが、償還は適切に進んでいることから、企業債残高

については減少傾向にあります。 
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（２） 有収水量の推移 

使用料収入に影響を与える有収水量を平成２７（２０１５）年度から令和６（２０２４）年度までの過

去１０年間の推移を図７で示します。 

有収水量とは、処理した汚水のうち、使用料徴収の対象となる水量をいいます。 

有収率は、処理した汚水のうち、使用料徴収の対象となる有収水量の割合を示します。有収率

が高いほど使用料徴収の対象とすることができない不明水が少なく、効率的であることを示します。  

 

図７ 有収水量／有収率の推移  

 

【有収水量の推移】 

１０年間で見た場合に、有収水量は平成２９（２０１７）年度をピークとして、令和６（２０２４）年度にか

けて増減しながら漸減傾向にあります。令和３（２０２１）年度から令和６（２０２４）年度にかけては、若

干増加していますが、全体としては伸び悩んでいる状況です。また、有収率は７０％前後で推移して

いることから、約３割近くが不明水であると考えられます。 

全体の処理費用に対して７０％程度の使用料収入しか得られていない場合、収入に対して処理費

が過大となる可能性もあり、かつ、不明水の混入には、管の老朽化やひび割れ、マンホール蓋からの

雨水の流入などが考えられるため、適切に管の状況を確認し更新対応を行う必要があります。 
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（３） 経営比較分析表による現状分析 

経営比較分析表は、総務省が推進する「見える化」の一環として、経営指標の経年比較や他（類

似団体平均）公営企業との比較等を行い、現状や課題等を的確に把握するとともに、経営状況を

わかりやすく説明するため、策定し公表するものです。 

本戦略においては、経営比較分析表の経営指標について分析・評価します。 

なお、現在公表済みの経営比較分析表においては、令和６（２０２４）年度が最新となっています。 

類似団体平均値については、類似団体区分「Ｂｄ１」にあたる、人口３万人以上、処理区域内人

口密度５０人／ｈａ未満、供用開始３０年以上の団体とします。 

 

表９ 令和６（２０２４）年度 熊本県内各市の指標一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■経営指標を用いた比較分析 

本経営戦略では、各経営指標を分析し、評価を行っていきます。評価については、次の３段階  

とします。 

 

〇・・・現状では課題は特に見当たらない。 

△・・・現状では悪化していないが、今後課題となりうる。 

×・・・現状で悪化しているため、改善への取組を進める必要がある。  

 

 

 

 



 

 17 

① 経常収支比率（％） 評価：△ 

指標内容 

使用料収入等の収益で、維持管理費等の費用をどの程度賄えているかを示し、経営

の安定性を示す指標です。指標が100％以上であれば、単年度の収支が黒字であるこ

とを示しています。 

算式 経常収益÷経常費用×１００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

コメント 
令和５（２０２３）年度まで１００％を上回っているものの、令和６（２０２４）年度については

１００％を下回り赤字となりました。経営改善に取り組む必要があります。 

 

 

 

② 累積欠損金比率（％） 評価：△ 

指標内容 
営業活動により生じた損失で、複数年度にわたって累積した損失の状況を示していま

す。 

算式 当年度未処理欠損金÷（営業収益–受託工事収益）×１００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

コメント 

令和５（２０２３）年度までは累積欠損金は発生しておらず０％で推移していますが、令

和６（２０２４）年度の決算が赤字となったため数値が上昇しています。今後の推移を注視

する必要があります。 
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③ 流動比率（％） 評価：〇 

 

指標内容 
1年以内の短期的な債務に対する支払い能力の高さを示す指標であり、100％以上で

あることが必要であるとされています。 

算式 流動資産÷流動負債×１００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

コメント 100％を上回っており、支払い能力は確保されている状況です。 

 

 

 

④ 企業債残高対事業規模比率（％） 評価：〇 

指標内容 使用料収入に対する企業債残高の割合を表す指標です。 

算式 
（企業債残高−一般会計負担額）÷（営業収益−受託工事収益−雨水処理負担金） 

×１００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

コメント 

令和6（2024）年度は令和5（2023）年度より6.09％上昇したものの、減少傾向で推

移しています。しかし、今後も必要な施設の更新等が控えており企業債の発行が進むこと

が予想されるため、現行規模を維持する必要があります。 
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⑤ 経費回収率（％） 評価：〇 

指標内容 
使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表した指標で、100％

以上であることが必要であるとされています。 

算式 下水道使用料÷汚水処理費（公費負担分を除く）×１００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

コメント 100％以上で推移しています。今後も使用料収入の確保に努めます。 

 

 

 

⑥汚水処理原価（円） 評価：× 

指標内容 
有収水量1㎥あたりの汚水処理に要した費用で、汚水資本費、汚水維持管理の両方を

含めた汚水処理に係るコストを表した指標です。 

算式 汚水処理費（公費負担分を除く）÷年間有収水量×１００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

コメント 

令和4（2022）年度のみ減免等の影響により公費負担分が増加し、数値が減少してい

ます。概ね175円前後で推移しているが微増傾向であるため、維持管理費の削減等必要

な経営改善に努める必要があります。 
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⑦施設利用率（％） 評価：△ 

指標内容 下水処理場における平均的な稼働状況を示す指標です。 

算式 晴天時一日平均処理水量÷晴天時現在処理能力×１００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

コメント 

令和6（2024）年度は53.04％の利用率で、年々数値が減少している状況です。最大

稼働率等も確認のうえ、使用実態の把握と施設に見合うスペックへの切り替え等を検討

していく必要があります。 

 

 

 

⑧水洗化率（％） 評価：× 

指標内容 

下水道処理区域内において水洗便所を設置している人口の割合を示す指標です。公

共用水域の水質保全や使用料収入の増加等の観点から100％となっていることが求めら

れます。 

算式 現在水洗便所設置済人口÷現在処理区域内人口×１００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

コメント 
近年増加傾向ではあるが100％を下回っています。引き続き接続勧奨等水洗化率向

上に向けた取り組みを行う必要があります。 
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⑨有形固定資産減価償却率（％） 評価：△ 

指標内容 
有形固定資産のうち償却資産の減価償却がどの程度進んでいるかによって資産の老

朽化度合いを示す指標です。 

算式 有形固定資産減価償却累計額÷有形固定資産うち償却対象資産帳簿価格  

×１００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

コメント 
50％近い数値で推移しています。経年化の状況を分析しつつ、施設の更新・長寿命化

など、計画的に事業を実施する必要があります。 

 

 

 

⑩管渠老朽化率（％） 評価：〇 

指標内容 法定耐用年数を超えた管渠延長の割合を示す指標です。 

算式 法定耐用年数を経過した管渠延長÷下水道布設延長×１００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

コメント 
令和5（2023）年度では法定耐用年数を経過した管渠が出てきたため数値が上昇して

います。計画的に管渠の更新を行っていく必要があります。 

 

  

      

  

      

  

      

  

      

  

      

 市                          

                                

    

     

     

     

     

     

     

  

      

  

      

  

      

  

      

  

      

 市                     

                           

    

    

    

    

    

    

    

    



 

 22 

⑪管渠改善率（％） 評価：〇 

指標内容 当該年度に更新した管渠延長の割合を示す指標です。 

算式 改善（更新・改良・維持）管渠延長÷下水道布設延長×１００ 

 

 

 

 

 

 

 

 

コメント 本市では順次更新を行っており、今後も継続して管渠の更新を行っていきます。 

 

 

【参考】 

各指標の組み合わせによる分析の考え方（総務省「経営比較分析表」の策定及び公表要領（平

成２７年１１月３０日）より） 

指標 分析の考え方 

１．経営の健全性・効率性 

① 経常収支比率 

② 累積欠損金比率 

累積欠損金比率は０％で推移していたものの、経常収支比率が１０

０％未満のため、引き続き経営改善を図っていく必要があります。 

⑤ 経費回収率 

⑥ 汚水処理原価 

経費回収率は１００％で維持していますが、汚水処理原価は高いため、

今後経営の効率性を低下させる要因となります。 

２．老朽化の状況 

⑩ 管渠老朽化率 

⑪ 管渠改善率 

管渠老朽化率も管渠改善率も上昇傾向ではありますが、今後老朽化

の加速が予想されることから、継続して改善に努める必要があります。 

１．経営の健全性・効率性及び ２．老朽化の状況 

① 経常収支比率 

⑨ 有形固定資産 

減価償却率 

有形固定資産減価償却率が類似団体平均値より高く、経常収支比率

も１００％を下回るため、施設の老朽化が進んでいるにも関わらず、そ

の更新投資を料金収入では賄えていないため、将来の事業継続に向

けて抜本的な対策を要する可能性があります。 

 

 

 

  

      

  

      

  

      

  

      

  

      

 市                     

                           

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    



 

 23 

【参考】 

汚水処理原価と合わせて、原価計算を行います。下水道使用料等の公共料金に関する原価計

算は、すべての費用を「総括原価」として使用料収入と対比させ、使用料体系の水準決定の参考

値とするものです。算定は、通常の汚水処理費に加え、償却資産の更新需要を加味した将来の想

定される更新費から当該長期前受金戻入等を控除した分を資産維持費として加算し、使用料を

決める総括原価主義に基づく方法で行います。 

総務省から示された様式により現状の原価計算を算出したところ、原価（費用）に対する収益

（使用料）が９６．９８％となっており、１００％を下回っています。つまり、原価に対し、使用料収入が

満たないことを示していることが分かります。なお、資産維持費については、すでに原価に対して使

用料収入が不足していることから、今回は加味しないものとします。 

表１０ 原価計算表（令和６（２０２４）年度） 
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（４） 経営状況分析から見える本市の特徴 

第２章の４経営状況分析における（１）〜（３）までの検証の結果、財務的な特徴をまとめると次の

とおりです。 

① 経常収支比率が１００％に満たない 

○原因と今後の対策 

経常収支比率については、令和５（２０２３）年度までは数値の上での大きな問題はありません。

しかし、令和６（２０２４）年度においては、１００％を下回り、国の基準を下回りました。  

要因としては主に使用料収入の伸び悩みと、動力費や委託料等の費用の増大によるもので、収入増

加および費用削減の取り組みを行っていくことが重要になります。 

 

② 経常費用は増加傾向、今後の物価高対策が必要 

○原因と今後の対策 

①の通り、経常費用は令和２（２０２０）年度以降増加傾向にあります。職員 与費や動力費、委

託料など、各種物価上昇による影響を受け、全体的に増加傾向です。 

近年の状況を踏まえ、物価上昇の影響は引き続きあるものと想定した上で、更なる費用の効率

化を進めることが必要です。 

 

③ 使用料収入は漸増傾向も、更なる収入の確保が必要  

○原因と今後の対策 

本市処理区域内の人口は微減しており、水洗化人口も減少傾向にあります。 

整備は進めているものの玉名市全体の人口も減少傾向にあるため、新規の接続による使用料

収入の増加は大きくないものと想定されます。そのため、汚水処理費の増加に対して、使用料収入

の割合が減少することが予測されるため、経費回収率等その他指標の低下にもつながる恐れがあ

ります。そのため、更なる収益の確保が必要となります。 
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第３章 今後の見通しと課題 

１ 有収水量及び使用料収入の予測 

（１） 人口の予測 

新たな経営戦略の策定に際し、処理区域内人口および水洗化人口について推計しました。 

■人口予測のための条件と将来予測 

●行政区域内人口及び処理区域内人口 

行政区域内人口は１０年で５，３００人ほど減少する見込みとなります。処理区域内人口は新規の

整備も加味して推計し、行政区域内人口よりも緩やかで１０年で２千人ほど減少する見込みです。 

 

●水洗化人口 

水洗化人口は、約８９％の水洗化率（水洗便所設置済人口÷処理区域内人口）で推移した 

場合に、処理区域内人口と同じく緩やかに減少見込みです。 

 

現時点では大幅な人口減少の影響は見られていないものの、新規の整備や水洗化が進む

につれ、より行政区域内人口の減少率に近づくことが予想されます。 

 

図８ 人口の推移          （単位：人） 
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（２） 有収水量及び使用料の予測 

前述の人口予測を踏まえ、また、過年度の実績から一人当たり処理水量等を設定し、年間有収

水量を推計しました。 

■有収水量と使用料収入の予測のための前提条件 

●年間有収水量 

年間有収水量（㎥）＝１人当たりの有収水量×水洗便所設置済人口 

直近５か年の有収水量及び水洗便所設置済人口から、１人当たりの有収水量を算定し、その平均

に基づき推計を行っています。 

 

●使用料収入 

処理区内人口及び有収水量の予測に基づき、過去５か年平均の使用料単価を維持し推移した場

合の使用料収入について試算を行いました。結果は減少傾向で推移する見込みです。 

 

図９ 有収水量と使用料収入の予測   
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２ 施設の見通し 

（１） 処理場・ポンプ場の見通し 

処理場については、最も年月が経過しているもので、玉名市浄化センターが供用開始から基準

年の令和６（２０２４）年度末時点で４３年が経過しています。更新については、ストックマネジメント

計画に沿って適宜更新を計画的に進めているところです。財源確保に努めるとともに、施設・設備

の状況を確認しながら計画的な更新に努め、施設の長寿命化を図る必要があります。  

また、処理区域内人口は今後も減少傾向にあることから、処理能力に余剰が出ると予想されま

す。省エネルギー機器の導入やICTの活用、DX化を推進など、処理能力の効率化に向けた対策

についても検討していく必要があります。その他、他自治体では、処理区域の統合や浄化槽への切

り替え、広域化などの手法も進められていることから、今後の人口減少等を踏まえた施設整備のあ

り方についても検討していく必要があります。 

各施設における経過年数は以下の通りです。 

 

表１１ 公共下水道施設の概要（経過年数は令和６（２０２４）年度が基準年） 

 

 



 

 28 

（２） 管渠の見通し 

管渠については、昭和４７（１９７２）年度から着工し、令和６（２０２４）年度末時点では約２５４ｋｍ

が整備済みとなっています。管渠の法定耐用年数は５０年とされており、本計画期間内には、整備

が増加し始めた昭和５２（１９７７）年から昭和６１（１９８６）年までに延伸した管渠も法定耐用年数を

迎えることとなります。 

また、次回第４期の計画期間である昭和６２（１９８７）年以降は、整備がさらに進んだ時期であり、

更新需要が益々高まることになります。管の更新時には、耐震化についても併せて進めていく必要

もあり、今後の施設更新費を確保する必要があります。 

 

図１０ 各年度整備延長                                     （単位：ｍ） 

  

 

(3) 雨水対策の見通し 
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玉名市浄化センター付近については、一部「合流式下水道」（雨水と汚水を一本の管で集める方式）
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雨水の整備については、玉名処理区827.9haのうち整備率は14.9％ですが、平成14年度から

20年度にかけて、当時、浸水区域であった立願寺地区を中心に整備を進め、浸水区域が解消さ

れたため、これまで下水道の未普及対策を中心に整備を行ってきました。 
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しかしながら、近年、気候変動の影響により降雨量が増大し、内水氾濫等により浸水被害が発

生しており、今後も水災害が激化することが予測されます。そこで、令和6年度から7年度にかけて

雨水出水浸水想定区域図を作成し、今後、雨水管理総合計画を策定して、浸水区域の解消に努

めます。 

 

 

 

３ 組織の見通し 

今後も現状の組織で事業運営を行うことを基本とし、現在の職員数を維持します。  

職員が退職、人事異動等によって変わった場合でも、技術の継承が確実に行えるよう、各種研

修等の充実を図ります。また、将来における経営環境の変化に伴い、最も効率的かつ効果的な組

織運営を行い、さらに、投資事業に係る事務量が増加することが想定される場合、配置人数の増

員等により対応を図る必要があります。 
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４ 予測を踏まえた現状の課題 

第２章での現状分析と第３章での今後の予測から課題を整理すると次のとおりとなります。 

 

①  物価上昇等外部要因の変化に対する収益の確保と費用の削減 

将来予測では、処理区域内人口及び水洗化人口の減少に伴い、有収水量及び使用料収入が減少し

ていくことが見込まれます。一方で、物価上昇や委託料、動力費等の増加により、汚水処理にかかる経

常費用は今後も上昇傾向で推移することが想定されます。 

物価高騰が続いている現状を踏まえ、今後もこの状況が継続的に続くことを見込む必要がありま

す。これらの外部要因の変化に対して、「OODA（ウーダ）ループ」による迅速かつ適切な意思決定の結

果を将来の計画に反映し、収益の確保と費用の削減を図っていくことが必要です。 

 

② 今後の投資に向けた財源の確保 

施設の現状及び将来見通しを踏まえると、保有資産は年数の経過により大幅に老朽化が進行してい

きます。特に管渠においては、令和１８（２０３６）年から令和３７（２０５５）年で老朽化が約１６１ｋｍとピー

クとなり、今回の更新対象となる施設の３倍超の老朽管が発生する見込みです。 

また、地震や災害への備えとして耐震化を推進する必要があり、将来発生する事業費は膨大となる

ことが予想されます。 

施設の長寿命化や効率的な施設管理、事業計画の合理化を図るとともに、事業費に対する安定的な

財源の確保が必要です。 

 

③ 継続性及び効率性を重視した投資計画の策定と進捗状況の検証 

上記の２点を踏まえ、今後も下水道事業を円滑に運営していくため、継続性及び効率性を重視した

計画の策定を行うとともに、その進捗状況については、適宜検証を行い、必要に応じて見直しや計画の

修正を行っていく必要があります。 

 

本課題を踏まえ、次章では本市公共下水道事業の方針と取り組み、それに基づいた投資・財政

計画を策定します。 
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第４章 経営の基本方針と効率化・経営健全化への取組 

１ 経営の基本理念  

 

【経営の基本理念】 

 

『持続可能な下水道サービスの提供と、それを支える経営基盤の強化』 

 

 

公共下水道事業は、「浸水防除」、「公衆衛生の向上」及び「公共用水域の水質保全」等を目的

とし、安全で快適な生活環境を形成するうえで重要な役割を果たしています。  

経営環境の変化に適切に対応し、計画的な施設の更新、徹底した効率化と経営の健全化への

取り組みを一層推進することにより、下水道サービスを将来にわたり持続的・安定的に提供してい

くため、経営の基本理念、基本方針及び効率化・経営健全化への取組として９つの取組を設定しま

した。また、特に経営基盤の強化を図るため、3つの経営目標を設定し、「持続可能な下水道サービ

スの提供と、それを支える経営基盤の強化」の実現を目指します。 
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２ 基本方針と効率化・経営健全化への取組  

 

■３つの基本方針 

基本方針１ 経営の健全化と経営基盤の強化 

基本方針２ 下水道施設の適正な管理と更新 

基本方針３ 危機管理体制の強化 

■９つの取組 

基本方針１ 経営の健全化と経営基盤の強化 

取組① 職員の確保と人材育成 

人口減少などの社会情勢の変化に伴う新たな課題への対応や、今後の更新需要の高まりによる

施設の点検・修繕・更新などの業務量増加に対応した組織づくりが必要になります。また、下水道

施設の適正な維持管理や更新には、業務知識や十分な現場経験も必要です。業務を遂行できる

人員の確保を図りつつ、将来の下水道事業を担う人材を育成するため、各種研修への積極的な参

加を推進します。 

取組② 水洗化率向上に向けた取組 

広報紙や市ホームページ等を通じた啓発活動や、下水道への接続距離が長い場合に補助を行

う宅内つなぎ込み補助金制度（※要件有）等により、下水道未接続者に対する接続勧奨を継続し

て実施するとともに、小中学生等の下水道施設見学の受け入れやマンホールカード等での広報活

動を行います。 

取組③ 効率的な投資と投資の平準化 

今後、下水道事業の投資は、下水道施設の長寿命化と耐震化対策が中心となります。そのた

め、ストックマネジメント計画に基づき計画的に改築・更新を行い、投資時期の集中による一時的

な財政負担を避け、各種投資事業の優先順位を考慮し効率的に行います。 

取組④ ＤＸの推進 

これまで、下水道台帳のデジタル化や、各種申請・決済事務のオンライン化による窓口対応の簡

素化等を行ってきました。今後、下水道台帳のクラウド化や、デジタル化による検針の効率化、また

施設等の改築・更新の際には、ＩＣＴを活用したシステムの導入等についても検討し、さらなる業務

の効率化を図ります。 

取組⑤ 使用料の検討 

将来にわたって下水道サービスを提供するため、独立採算制の原則に基づき、一般会計からの

繰入金に依存しない、安定的な使用料収入の確保が必要です。投資の平準化や事業の見直し、民

間活力等による効率化・経費削減に努めつつ、使用料の検討を行います。併せて、使用料の収納

率向上についても取り組み、財源の確保に努めます。 

重点項目 

重点項目 
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基本方針２ 下水道施設の適正な管理と更新 

取組⑥ 施設の長寿命化と耐震化対策 

ストックマネジメント計画に基づき、施設の長寿命化と耐震化について、計画的な改築・更新を

行います。また、予防保全型の対策を行うことにより施設の健全性を保ち、安定した下水道サービ

スを提供します。 

取組⑦ 効率的な施設の管理と更新 

定期的な点検等による予防保全に努めることで故障等を未然に防ぎ、適切な施設の管理と更新

を行います。処理場やマンホールポンプ場などの改築・更新の際には、動力費の削減に向け省エネ

ルギー機器等の導入や、ＩＣＴを活用した施設管理の効率化、省力化を図ります。管渠についても、

最新技術を用いた工法等も検討しながら更新を行い、管渠の健全性を保ちます。また、既にデジタ

ル化している下水道台帳については、管渠の更生やカメラ調査等の情報を適宜システムに反映さ

せ、情報の精度向上に努めます。 

取組⑧ 民間活力の活用 

これまで、運転管理業務や使用料徴収業務等を民間に業務委託し、サービスの向上と経費の節

減に努めてきました。今後も、業務内容の見直しなど委託費、薬品費等の経費の抑制を図りなが

ら、包括的民間委託や、官民連携方式で下水道施設等の長期の管理・更新の一体的なマネジメン

トを行うウォーターPPP等についても検討を行い、更なる民間活力の導入について取り組みます。 

 

 

基本方針３ 危機管理体制の強化 

取組⑨ 危機管理体制の強化 

「玉名市地域防災（水防）計画」を上位計画とし、災害時等においても事業を継続して実施する

ための「玉名市下水道事業業務継続計画」に基づき、被災時の体制強化を図るとともに、定期的に

見直しを行います。また、岱明処理区の汚水については、長洲町と共同処理を行っており、今後も

他団体との連携、広域化を模索し、災害時における連携強化についても検討を行います。 

重点項目 
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３ 経営目標  

 

【基本方針達成に向けた経営目標】 

経営目標① 経常収支比率１００％の達成 

本計画期間である令和１７（２０３５）年度までに経常収支比率１００％を達成します。令和６（２０

２４）年度時点の９８．６１％から、約１．４％の引き上げを目標とします。 

経営目標② 経費回収率１００％の維持 

本計画期間である令和１７（２０３５）年度まで経費回収率１００％を維持します。今後の費用の高

騰も加味した収入の確保と、さらなる費用の圧縮を行います。 

経営目標③ 累積欠損金の低減  

本計画期間である令和１７（２０３５）年度までに積み上がる累積欠損金を低減します。直近の実

績である令和６（２０２４）年度時点ですでに収支が赤字となり、累積欠損金が発生しています。さら

に今後の費用の高騰に加え、人口減少等も進んでいく見込みです。このまま令和１７（２０３５）年度

まで推移した場合には約１９億円の累積欠損金が発生する見込みです。 

上記の目標①②により、経営の健全化を図るとともに、将来世代への負担を軽減しておくことが

必要であるため、これを目標とします。 
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第５章 投資・財政計画 

１ 投資・財政計画の計算根拠 

（１） 収支計画のうち投資について 

収支計画には、主に次の取り組みに要する収入・支出を計上しています。  

○下水道ストックマネジメント支援制度等による施設管理・改築 

○長洲町と共同で実施する汚水処理施設建設に伴う建設負担金の拠出  

○玉名・岱明の両地区で行う未普及エリア解消の整備  

○耐震化及び長寿命化における更新・更生工事 

 

① 投資の予測 

下水道事業では、安定的に下水処理を行うために下水道施設や管渠の健全性を維持すること

が極めて重要です。また、人口減少や節水機器の普及等により、有収水量は将来的に減少するこ

とが予測され、今後の新規の投資（整備事業）については、施設の老朽化や効率性を考慮する必

要があります。計画期間である令和８（２０２６）年度から令和１７（２０３５）年度までの１０年間にお

ける投資総額は約９３．６億円と想定しています。 

 

表１２ 計画期間である令和１７（２０３５）年度までの全体投資スケジュール     （税込み、単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本表では全体投資スケジュールとして計画期間である令和１７（２０３５）年度まで掲載していますが、

各事業については計画期間後も継続して事業を行うこととします。 

※上記投資金額は直接工事費を想定しており、建設改良費にはその他諸費を含むものとします。  

※スケジュールは変更になる可能性があります。 
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② 主な投資事業別の予測 

本戦略の計画期間である令和１７（２０３５）年度までの主な投資事業別の目的、内容及び事業

費の合計は次のとおりです。 

イ  事業計画策定・改定、設計業務（事業費見込み：約６４１百万円） 

公共下水道事業の施設の長寿命化対策を実施するための計画を改定します。国土交通省の指

針に従い、５年ごとに見直しを行います。 

また、下水道施設の改築更新や耐震化、機能強化等の実施に向けて、必要な調査・設計業務を

計画的に実施します。具体的には、既存施設の現況や劣化状況、構造特性を把握するための基礎

調査及び耐震診断を実施し、その結果をもとに、改築・更新・補強に係る基本設計及び詳細設計

を行います。 

設計業務では、ライフサイクルコストや維持管理、施工等も考慮した施設整備計画を策定し、施

設の長寿命化・安全性確保・コストの最適化を図ります。さらに、更新の優先順位を明確にするた

め、施設の機能・重要度・劣化度に応じた評価を行い、次期の改築更新事業やストックマネジメン

ト計画等に活用します。 

 

ロ  未普及対策（事業費見込み：約１，６５０百万円） 

未普及対策については、他事業との計画に併せて進めていきます。 

 

ハ  （管渠・処理場・ポンプ場）改築・更新工事（事業費見込み：約５，５８４百万円） 

既存の下水道施設の老朽化に対応するため、詳細な施設調査を基に計画的な改築及び更新を

実施し、長期的かつ安全な使用を確保する対策を講じます。詳細調査に基づき、実施計画を作成

し、緊急度の高い箇所について改築更新や必要な長寿命化対策を行います。 

 

ニ  耐震化工事（事業費見込み：約４５０百万円） 

大規模地震発生時における下水道機能の維持及び早期復旧を図るため、下水道施設の耐震化

を計画的に実施します。具体的には、急所施設や避難所等の重要施設に接続する管渠等の耐震

化を中心に実施し、計画的な点検及び調査を通じて耐震診断を行い、災害時にも下水道サービス

が維持されるよう、施設の耐震化を進めていきます。 

 

ホ  長洲町浄化センター建設分担金（事業費見込み：約１，０３２百万円） 

建設分担金とは、共同で利用する施設や広域的なインフラ整備において、他の事業主体が実施

する施設建設に対して、本市が負担する建設費の割合を指します。本市においては「長洲町浄化

センター」が対象であり、長洲町との共同で整備を行う場合に生じ、当該施設が本市の下水道事

業の運営に資することから、分担金は固定資産の取得に準じて取り扱われます。 

これにより、広域的な排水処理の有効性や施設整備の効率化を図るとともに、安定した汚水処
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理体制の確立に寄与します。 

 

（２） 財源について  

① 投資財源の予測 

前述の通り、本計画期間における投資予測額は総額約９３．６億円となることが想定されます。 

投資に対する事業費は、国の社会資本整備総合交付金及び県からの補助金等を積極的に活用

する他、一般会計からの繰入金、企業債で実施する予定です。 

特に、国・県補助金については、補助対象事業の半分を賄う予定としており、未普及及びストッ

クマネジメント計画における補助等を活用します。 

年度別の財源は次のとおりです。 

 

表１３ 計画期間である令和１７（２０３５）年度までの年度別投資財源         （税込み、単位：千円） 

 

 

② 投資財源の詳細 

【収益的収入】 

イ  使用料収入 

推計した有収水量を、現行の使用料体系に当てはめて算定した金額を見込んでいます。 

 

図１１ 使用料収入及び繰越利益剰余金又は累積欠損金の推移         （税抜き、単位：千円）  
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269,533 260,319 269,016 277,858 271,418 266,234 265,169 274,673 275,450 265,169 2,694,839

452,000 436,500 451,100 465,900 455,100 446,400 444,700 460,600 461,900 444,700 4,518,900

2,774 2,890 2,751 2,686 2,741 2,454 2,364 2,268 2,126 2,027 25,081

211,573 204,177 211,218 218,341 213,166 209,337 208,492 216,184 216,949 208,829 2,118,266
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ロ  補助金－他会計補助金 

総務省から発出される『地方公営企業繰出金について（通知）』の繰出基準に基づき算定した金

額等を見込んでいます。 

 

 

【資本的収入】 

ハ 企業債 

建設改良費の財源のうち、国庫補助金以外の部分については、下水道事業債の発行を見込ん

でいます。事業単位での発行となり、取得する資産（施設）の法定耐用年数に応じた借入期間（～

３０年）を設定しています。 

なお、企業債残高については、令和１４（２０３２）年度までは投資の平準化に伴い企業債の発行

額は減少することが見込まれますが、その後の更新需要の高まりにより発行額の増加が想定され

ます。補助金の活用等により、企業債残高の抑制を図ります。 

さらに、今後の投資拡大に伴い企業債元金償還金の増加が予測されるため、収益の一層の確

保とともに、投資に係るコストの圧縮に努めます。 

また、今後、市の財政部局とも協議を行い、繰入金の活用等の検討を行います。 

 

図１２ 企業債及び企業債残高の推移          （税込み、単位：千円）  

 

二 国（県）補助金 

 国庫補助対象事業の建設改良費に対して、該当の補助率により金額を見込んでいます。 

 

ホ 補助金－他会計補助金 

総務省から発出される『地方公営企業繰出金について（通知）』の繰出基準に基づき算定した金

額等を見込んでいます。 
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ヘ 受益者負担金 

 今回の算定においては、玉名処理区の受益者負担金は見込んでいませんが、今後徴収に向け

て要件等について検討します。 

 

（３） 投資以外の経費について  

【収益的支出】 

イ  経費 

長洲町浄化センターの共同汚水処理における維持管理分担金、ストックマネジメント計画におけ

るマンホールの修繕費用、その他職員 与費や委託料等、各年度の取り組みに必要となる費用に

ついて、物価変動を考慮しながら個別に積み上げて計上しています。 

 

ロ  減価償却費（※長期前受金戻入額も同様） 

令和６（２０２４）年度までに取得した資産（施設）分に加え、令和７（２０２５）年度以降に取得予

定の資産分を踏まえて算出しています。償却率は、施設の法定耐用年数（１０～５０年）に応じて設

定しています。 

 

ハ  支払利息 

令和６（２０２４）年度までに借入した下水道事業債の利子償還金に加え、令和７（２０２５）年度

以降に発行する分の償還金を見込んでいます。利率は令和７（２０２５）年度実績を元にしており、

２．１２５％で設定しています。 

 

【資本的支出】 

ニ  企業債元金償還金 

令和６（２０２４）年度までに借入した下水道事業債等の元金償還金に加え、令和７（２０２５）年

度以降に発行する分の償還金を見込んでいます。 
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２ 投資・財政計画（シミュレーション）  

（１） 収益的収支 

投資・財政計画の収益的収支（下水道施設等を維持管理するためにかかる収支）を推計するに

当たり、前章で示した予測に基づいて算出しています。経費のうち委託料等は今後の物価上昇を

見込んでいます。 

投資・財政計画は３０年間のシミュレーションを行い、このうち本戦略の計画期間である令和１７

（２０３５）年度までの１０年間分を掲載します。 

各シミュレーションにおいては、収益的収支のほかに経営目標の進捗が把握しやすいように、指

標となる経常収支比率や経費回収率等も併せて掲載しています。 

 

（２） 資本的収支 

投資・財政計画の資本的収支（下水道施設等を改築及び更新するために要する収支）を推計す

るに当たり、前章で示した予測に基づき算出しています。 

収益的収支同様に、投資・財政計画は３０年間のシミュレーションを行い、このうち本戦略の計

画期間である令和１７（２０３５）年度までの１０年間分を掲載します。  

 

（３） 現状予測に基づくシミュレーション 

今後の厳しい経営環境の中で、目標達成に向けて取り組みを明確化するとともに、今後、経営

に対する管理をより一層厳格化する必要があります。 

そこで、まず、今後の経営を見通すうえで、現状の予測に基づいたシミュレーションを行います。 
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（４） 経営改善に向けた投資・財政計画の検討 

現状の予測に基づいたシミュレーションを行った結果、目標値に対しての所見は次のとおりです。 

目標値① 経常収支比率１００％達成・・・未達成 

目標値② 経費回収率１００％の維持・・・達成 

目標値③ 累積欠損金の低減・・・未達成 

 

現行のシミュレーションによると、目標値①、③が未達成となります。経常収支比率は収益的収

支の当年度純利益から比率を見るため、収益面における対策が必要です。特に目標値①の未達

成により目標値③における恒常的な損失が発生し、欠損金が累積していきます。それにより企業債

の発行等、健全経営により成り立っていた更新等事業の推進にも影響が出ることから、早急な改

善が必要です。 

 

このため、本戦略においては収益的収支の改善に向けて、次のシミュレーションにて検証を行い

ます。 

 

 

シミュレーション条件 

  【パターン①：最終年度に目標を達成】 

使用料改定を令和１１（２０２９）年度に仮想改定率１４０％（現行使用料（２０㎥）＋１，４４４円） 

さらに、令和１６（２０３４）年度に改定率１０８％（Ｒ１１使用料（２０㎥）＋４０４円） 

※現行使用料（２０㎥）３，６１０円→５，０５４円→５，４５８円（全て税込み） 
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【シミュレーションの検証】 

健全経営を担保するために使用料改定を想定しました。 

パターン①においては、２回に分けて現行使用料の約１５１％の使用料改定を行うことで、令和１

７（２０３５）年度には累積欠損金を現行シミュレーションより１８億円以上減少することが可能となり

ました。この使用料改定ペースで進めることができれば、数値も改善傾向にあるため、将来的には

令和２１（２０３９）年度を目処に累積欠損金が解消される見込みです。その他の指標についても達

成見込みです。 

このことから、本パターンを現実的なシミュレーションと仮定します。 

 

目標値① 経常収支比率１００％達成・・・達成 

目標値② 経費回収率１００％の維持・・・達成 

目標値③ 累積欠損金の低減・・・達成 

→令和１７（２０３５）年度時点で、現行シミュレーションにて約△１，９２２百万円の累積欠損金の  

見込みが、パターン①では△１０８百万円となる見込み。 

 

 

 

 

図１３ シミュレーションにおける経常収支比率の推移     （単位：％）  
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図１４ 有収水量及び使用料収入の推移（パターン①）         （税抜き、単位：千円）  

 

 

 

図１５ 使用料収入及び繰越利益剰余金又は累積欠損金の推移（パターン①）   （税抜き、単位：千円）  
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ここまでのシミュレーションから、本戦略期間における目標数値の達成が可能であるとの検証結

果となりました。 

今後、シミュレーションの結果を踏まえ、収益面における対策を検討していきます。 

 

 

（５）本戦略の計画期間における目標値達成に向けたロードマップ 

本戦略の計画期間における目標値達成に向けて、以下に示すロードマップに基づいて施策を実

施します。経常収支比率１００％の達成、経費回収率１００％の維持、累積欠損金の低減を達成す

るための取り組みとしては、大きく分けて、「収益確保の取り組み」及び「維持管理の効率化」の２つ

と考えています。 

収益確保の取り組みとしては、水洗化率の向上と使用料の改定です。 

本市の水洗化率は、令和６（２０２４）年度現在で８８．９２％と類似団体より低い状況にあります。

そのため、引き続き接続の勧奨に努め、水洗化率の向上を図ります。 

使用料の改定については、毎年度の決算状況を検証し、経営状況を注視しながら改定時期等

について検討します。 

また、維持管理の効率化については、処理場等において複数年委託等維持管理の効率化を行

っています。業務内容の見直しや発注方法の検討等についても見直しを図ると共に、現在行って

いるウォーターPPP導入可能性調査の結果を検証し、更なる効率化の可能性について検討してい

きます。 

 

 

■ロードマップに伴う目標値の推移   
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■目標に向けたロードマップ 
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第６章 経営戦略の進捗管理 

１ 経営推進体制 

本戦略は、企業局上下水道総務課が中心となって実施します。投資等や整備、更新等の進捗状

況は上下水道工務課が管理し、議会や市民等からの意見を反映して適切に公表等を行うとともに、

経営戦略を推進します。 

図１６ 経営推進体制イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

２ PDCAサイクルの実行 

経営戦略は、PDCAサイクルにおける「計画（Plan）」に位置付けられ、本市ではこの計画に基

づき、実行（Do）、評価（Check）、改善（Action）を継続的に行うことで、経営の健全化及び効率

化を図ります。一方、近年では道路陥没や自然災害への対応など、迅速な経営判断が求められる

場面が増加していることから、状況の変化を的確に捉え、速やかに行動へ移す考え方として

OODAループを取り入れます。 

OODAループは、観察（Observe）から判断（Orient）、意思決定（Decide）、行動（Act）まで

を迅速に循環させることで、環境変化への即応性を高めるものであり、PDCAサイクルを運用する

過程においても、計画の途中段階で状況を見直し、必要に応じて柔軟な対応を行うことを可能とし

ます。 

本市では、毎年度、経営比較分析表を作成し、分析を行うとともに、議会等へ定期的に経営状

況を報告し、意見を求めることで、PDCAサイクルによる中長期的な管理と、OODAループによる

迅速な判断を両立させていきます。 

図１７ PDCAサイクルとOODAループのイメージ  
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３ 次回以降の見直し  

本戦略の見直しについては、原則として５年ごとに実施します。 

また、毎年度進捗管理を行い、本戦略と実績の乖離が著しい場合や、施策の大幅な変更等によ

り本戦略の修正が必要な場合は随時見直しを行います。 
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【用語集】 

＜あ行＞ 

維持管理費 

下水道施設を毎日問題なく い続けるために必要なお金です。ポンプや処理場の点検、故障時の修理、

清掃、運転 理の委託費、その業務に関わる職員の人件費などが含まれます。 

 

一般会計からの繰入金 

下水道事業だけでは賄いきれない費用について、市町村の一般会計（税金）から補助的に れるお金

です。下水道会計側から見ると「収 」にあたります。 

 

ウォーターPPP 

水道・下水道分野で、民 企業の力を活用して施設の 理や更新を行う官民連携の仕組みです。施設

の運 を任せる「コンセッション方式」や、 理と更新を一 で委ねる方式などをまとめた総称です。 

 

汚水処理費 

家庭や事業所から出る汚水を処理するためにかかるすべての費用です。日々の運転・維持 理費に加

え、施設整備のための借金の利息や減価償却費も含まれます。 

 

汚水処理原価 

汚水 ㎥を処理するのに、  でいくらかかっているかを示す数 です。処理費用全 を処理水 で

割って算出し、料金が適正か、  が効 的かを判断する目安になります。 

 

＜か行＞ 

改築 

老朽化などで性能が落ちた施設を、建て替えや大規模な取り替えによって新しくすることです。改築

を行うと、施設の法定 用 数は新たに確保されます。 

 

管渠 

汚水や雨水を流すための のことを指します。 

 

管渠老朽化率 

設置から長い 月が ち、法定 用 数を超えた の割合です。数 が高いほど、更新の必要性が高

いことを示します。 

 

管渠改善率 

最近数  で、更新や更生などの対策を行った の割合です。どの程度、計 的に更新が進んでいる

かを見る指標です。 
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企業債 

下水道施設を整備・更新するために自治 が借りる長期の借金です。 

 

企業債償還金 

借りた企業債を返済するためのお金です。設備投資に関わる支出として扱われます。 

 

共同化 

複数の自治 が、施設や事務を一緒に ったり 理したりすることです。人手不足やコスト削減への

対応策として行われます。 

 

供用開始 

下水道が整備され、住民が実際に える状態になることを指します。 

 

繰出基準 

一般会計がどこまで負担すべきかを決めるルールで、雨水処理分など公費で負担すべき 費の算定

に用いられます。 

 

経営比較分析表 

全国の公 企業を同じ指標で 較できるようにした国の分析資料です。  状況の客観的な把握に

 われます。 

 

経常収支比率 

  収 で  費用をどれだけ賄えているかを示す割合です。   ％を超えていれば、日 的な  

は黒字と判断されます。 

 

経費回収率 

汚水処理にかかる費用を、 用料収 でどれだけ回収できているかを示します。 

 

減価償却費 

施設や設備の購 費用を、 う 数に分けて計上する費用です。実際に現金は出ませんが、  上は

重要なコストです。 

 

広域化 

複数の自治 が下水道事業を一 的に運 することや、流域下水道に接続することです。 

 

更新 

古くなった施設を、同じ機能を持つ新しいものに取り替えることです。 
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＜さ行＞ 

最適化 

地域条件に応じて、施設や事業の形を見直し、施設の縮小や統廃合といった施設規模の適正化を図る

ことです。 

 

施設利用率 

処理場の能力のうち、実際に われている割合を示します。 

 

資本的収支 

施設整備など、将来に る投資に関する収 と支出です。 

 

収益的収支 

日々の運転や 理に関わる、通 の収 と支出です。 

 

修繕 

施設等の壊れた部分を直して、元の状態に戻すことです。施設等の寿命そのものは延びません。 

 

処理場／浄化センター 

下水をきれいにして、川や海に戻す最終施設です。 

 

処理区域内人口 

下水道を える状態にある人 を指します。 

 

受益者負担金 

下水道整備の恩恵を受ける人が、公 性の観点から負担するお金です。 

 

使用料単価 

 ㎥あたり、  でいくらの 用料収 があるかを示します。 

 

水洗化人口／水洗化率 

下水道が える 域の中で、実際に接続して っている人の数と、その割合です。 

 

ストックマネジメント 

施設の状態を把握し、長期的な視点で点検・修繕・更新を計 的に行う考え方です。 

 

総括原価主義 

総括原価方式は、必要な費用を み上げて全 で回収できる料金水準を決める方法で、総括原価主

義はその基 的な考え方です。 
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＜た行＞ 

耐震化 

大規模地震が発生した際でも、下水道としての機能を維持し、早期復旧を図るための対策を指します。

具 的には、重要施設に接続する 路や処理場等の中枢施設の 震性を高める工事を実施します。 

 

耐用年数 

法律や基準で示された、資産を通  用できると想定される期 です。実際の 用可能 数とは必ず

しも一致しません。また、メーカーや材質に応じた標準 用 数とは目的の異なる、税法などで定められ

た会計処理上の資産 用 数として法定 用 数も存在します。 

 

長期前受金戻入 

施設整備の際に受け取った補助金などを、減価償却に合わせて少しずつ収益として計上する仕組みで

す。実際の現金収 はありませんが、会計上は収益になります。 

 

長寿命化 

施設の点検や計 的な修繕により、 来より長く安全に える状態を保つ取組です。更新を先送りす

るためではなく、更新時期を最適化する考え方です。 

 

独立採算制 

原則として、 用料収 で事業運 を行うべきという公 企業の基 的な考え方です。ただし、すべ

てを 用料で賄うという意味ではありません。 

 

 

＜は行＞ 

普及率 

下水道を利用できる状態にある人 が、全人 に占める割合です。整備状況そのものを示す指標です。 

 

不明水 

料金徴収の対象にならない下水で、雨水や地下水が に り込んだものなどを指します。老朽化が主

な原因とされます。 

 

平準化 

将来に集中しがちな更新費用や財 負担を、 度ごとに 等に分散させる考え方です。 

 

包括的民間委託 

点検・清掃・運転 理など複数の業務をまとめて、複数 契約で民 に委託する方式です。業務効 化

や人材不足対策として活用されます。 
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法適用 

下水道事業に地方公 企業法を適用し、公 企業会計で処理している状態を指します。 

 

ポンプ場 

地形の関係で自然に流せない下水を、高い位置へ汲み上げるための施設です。処理場へ下水を送る

中継地点の役割を持ちます。 

 

 

＜ま行＞ 

民間活用 

施設 理や業務の一部を、民 事業者の技術やノウハウを活かして行う取組です。コスト削減や業務

高度化が目的です。 

 

 

＜や行＞ 

有収水量 

処理した汚水のうち、実際に 用料を徴収する対象となる水 です。 

 

有収率 

総排水 に対する 収水 の割合です。数 が低い場合、不明水や漏水が多い可能性があります。 

 

 

＜ら行＞ 
類似団体 

総務省が、人 規模や条件が ている自治 を 較しやすいように分 したグループです。 

 

老朽化 

長期 の 用により、施設や 路の性能や 久性が低下した状態を指します。 

 

 

＜その他（A〜Zなど）＞ 

DX 

DX（デジ ルトランスフォーメーション）とは、デー やデジ ル技術（ICT など）を浸透させることで、

人々の生活をあらゆる面でより良いものへと変革させる概念のことです。ビジネスにおいては、単なる

業務の効 化にとどまらず、製品やサービス、さらには組織のあり方そのものを根底から変え、競争上の

優位性を確立することを指します。 
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ICT 

ICT（インフォメーション・アンド・コミュニケーション・テクノロジー）とは、コンピュー ーやネットワーク

に関連する情報技術（IT）に、「通信（コミュニケーション）」の要素を強調した概念のことです。主に技術だ

けではなく、それを活用していくことを指します。 

 

OODA ループ 

観察（Observe）、判断（Orient）、決定（Decide）、行動（Act）を迅速に循環させ、環境変化や突発

的事象に対して、柔軟かつ即応的な意思決定を行う考え方です。 

 

PDCA サイクル 

計 （Plan）、実行（Do）、評価（Check）、改善（Action）を り返すことで、業務や施策を継続的に

見直し、中長期的な目標達 や  の安定化を図る 理手法のことです。 

 

PFI 

PFI（プライベート・ファイナンス・イニシアティブ）とは、施設の整備から運 までを、民 主導で行う

PPPの一形態です。民 の資金とノウハウを活用します。 

 

PPP 

PPP（ ブリック・プライベート・ ートナーシップ）とは、公共と民 が役割分担し、公共サービスを提

供する枠組みの総称です。
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